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川越市の外国人観光客数の推移	
川越市のHPより	



売上高の変化（前年同期比）	
川越市景気動向調査報告書H28.3月より勝浦作成	
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川越市の市税決算額の推移	
川越市市税概要（H28年版より）	
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1(2)	市税決算額年度別構成比	

	

市民税（個人）	 市民税（法人）	
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（単位:千円）	



何のための地方創生か？	



持続可能な社会	
＝いつまでもそこで安心して暮

らし続けられる社会	
（だと私は思っています・・・）	

	
	

そこで暮らす人たちがまちづくりの、賑わいの

主役	



さて・・・	

難民　≠　移民	
	



難民とは？（1951年難民条約）	

•  「人種、宗教、国籍もしくは特定の社会的集
団の構成員であることまたは政治的意見を理
由に迫害を受けるおそれがあるという十分に
理由のある恐怖を有するために、国籍国の
外にいる者であって、その国籍国の保護を受
けられない者またはそのような恐怖を有する
ためにその国籍国の保護を受けることを望ま
ない者」（難民条約１条）	



難民の権利（1951年難民条例）	
	

• 難民を彼らの生命や自由が脅威にさ
らされるおそれのある国へ強制的に
追放したり、帰還させてはいけない
(難民条約第33条、｢ノン・ルフルマン
の原則｣)	
• 庇護申請国へ不法入国しまた不法に

いることを理由として、難民を罰して
はいけない(難民条約第31条)	



日本の難民申請・認定状況	
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各国の難民認定の状況(2014年）	
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•  難民認定をせず、命の危険にさらされる国へ強
制送還するのは、人権侵害では？	

•  それは、政府（法務省）だけの責任ですか？	
•  私たち日本国民は、彼らを仲間として温かく迎

え、ともに生きて行く意識・覚悟がありますか？	
	
そして、	
•  もし、日本が戦場になってみなさんが難民となっ

たとしたら・・・	

みなさんへの問いかけvol.1	



「移民」（国際的な統一定義はありませんが）	

＝日本に長期滞在して就労する人	



教授　（例：大学教授、助教授、助手など）	

芸術　（例：作曲家、作詞家、画家、彫刻家、工芸家、写真家など）	

宗教　（例：僧侶、司教、宣教師等の宗教家など）	

報道　（例：新聞記者、雑誌記者、編集者、報道カメラマン、アナウンサーなど）	

経営・管理　（例：会社社長、役員など）	

法律・会計業務　（例：日本の資格を有する弁護士、公認会計士など）	

医療　（例：日本の資格を有する医師、歯科医師、薬剤師、看護師など）	

	

就労ビザの種類その１	



研究　（例：研究所等の研究員、調査員など）	

教育　（例：小・中・高校の教員など）	

技術・人文知識・国際業務　（例：理工系技術者、外国語教師、

通訳、コピーライター、デザイナーなど）	

企業内転勤　（例：同一企業の日本支店（本店）に転勤する者など）	

興行　（例：演奏家、俳優、歌手、ダンサー、スポーツ選手、モデルなど）	

技能　（例：外国料理の調理師、調教師、パイロット、トレーナーなど）	

就労ビザの種類その２	



一般ビザ（原則就労禁止）	

文化活動　（例：無報酬のインターンシップ、茶道・華道の研究者など）	

留学　	

（例：日本の大学・短期大学、高等学校等への留学生、日本語

学校の学生など）	

研修　（例：企業・自治体等の研修生、実務作業を伴わない研修）	

家族滞在　（例：長期滞在外国人の扶養を受ける配偶者及び子）	

技能実習1号イ及びロ　	
（例：海外の子会社等から受け入れる技能実習生、監理団体を

通じて受け入れる技能実習生）	

	



外国人技能実習制度	

　就労ビザに農業、漁業、建設など
はありません。	

（政府内で検討中のようですが…）	

	
	

そこで外国人技能実習生	
	



外国人技能実習対象事業	
	

農業・漁業・建設業・食品製造・繊維
衣服・機械金属・家具製作・印刷・製
本・プラスチック成形・溶接・自動車整
備・陶磁器製品製造・ビルクリーニン
グ	

人手不足を技能実習生が補っている	



【外国人技能実習制度の新聞記事見出し１】	
	
・時給３００円、休みは年に数日	
　抗議したら強制帰国　海外からも厳しい目	
・過酷労働の悲劇！	
　外国人の技能実習生２万５千人が失踪　入
管「深刻な問題」　過去１０年間、平成２６年
は最多４８００人	
・「まるで奴隷…」 日本の外国人技能実習制
度が海外メディアで報じられ世界がドン引き 	



【外国人技能実習制度の新聞記事見出し２】	
	
・外国人技能実習生に起こっていることは
「現代の奴隷制度」なのか	
	
・外国人技能実習生　その過酷な現実	
	
・過酷労働、困窮訴え　ヤギ盗んで食べたベ
トナム人技能実習生	



確か…	
インドネシアやフィリピンなどから、

看護師、介護士を	
受け入れていたのでは？	

それが、経済連携協定（EPA）	



だから、つるがしマルシェ	



外国人の移民が増えると・・・	
•  犯罪が増えますか？	
•  日本人の就職先が奪われますか？	
•  日本の文化が失われますか？	
•  税金が無駄に使われてしまいますか？	

•  多くの日本人が外国に移住しているという事
実を知っていますか？	

　　　外国→日本90万人（特別永住者を除く：2015）	
　　　日本→外国132万人(2015)	
	

みなさんへの問いかけvol.2	


